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本日のテーマ

1. 労働災害発生状況

2. 秋田労働局第14次労働災害防止計画の概
要について（抜粋）

3. 林業における労働災害防止対策について

4. その他
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労働災害発生状況（令和５年）

令和５年業種別労働災害発生状況（秋田労働局）

※新型コロナウイルス感染症を除く

計1177人



労働災害発生状況（令和５年）

令和５年事故の型別労働災害発生状況（秋田労働局）
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激突され, 44, 4%

はさまれ・巻き込まれ, 125, 11%

切れ・こすれ, 66, 6%

高温・低温の物との接触,

33, 3%

交通事故, 33, 3%

動作の反動・無理な動作, 133, 11%

その他, 65, 5%

※新型コロナウイルス感染症を除く

計1177人



労働災害発生状況（令和５年）

令和５年林業事故の型別労働災害発生状況（秋田労働局）

墜落・転落, 2, 8%

転倒, 1, 4%

激突され, 10, 40%

はさまれ、巻き込まれ, 3, 12%

切れ、こすれ, 2, 8%

高温、低温の物との接触, 2, 8%

その他, 5, 20%

計25人

激突され災害のうち、９件が
立木、伐倒木によるもの



労働災害発生状況（令和５年）

林業労働災害発生状況の推移（秋田労働局）

0 2 2 3 1 1 0 0
3 3

0
3 1 1 3

0
3 1 2 1

38
39

48

43
45

42

65

53

42

38
38

46

40

34
39

41 39
38

32

25

0

10

20

30

40

50

60

70

死亡災害 死傷災害



本日のテーマ

1. 労働災害発生状況

2. 秋田労働局第14次労働災害防止計画の概
要について（抜粋）

3. 林業における労働災害防止対策について

4. その他



秋田労働局第１４次労働災害防止計画のポイント
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労働災害防止計画は、戦後の高度成長期における産業災害や職業性疾病の急増を踏まえ、1958年に第１次の計画が策定されたものであり、

その後、社会経済の情勢や技術革新、働き方の変化等に対応しながら、これまで13次にわたり策定してきた。

この間、秋田労働局、事業者、労働者等の関係者が協働して安全衛生活動を推進する際の実施事項や目標等を示して取組を促進することによ

り、労働現場における安全衛生の水準は大幅に改善したが、近年の状況を見ると、労働災害による死亡者数は減少してきているものの、2022年

（令和４年）は増加し、休業４日以上の死傷者数に至っては、新型コロナウイルス感染症による増加を考慮しても高水準で推移している。また、高

年齢労働者、中小事業場の災害が多いなど中小事業場を中心に安全衛生対策の取組促進が不可欠な状況にある。さらに、職場における労働者

の健康保持増進に関する課題については、働き方改革への対応、メンタルヘルス不調、労働者の高年齢化や女性の就業率の上昇に伴う健康課

題への対応、治療と仕事の両立支援、コロナ禍におけるテレワークの拡大や化学物質の自律管理への対応など多様化してきている。

このような状況を踏まえ、労働災害を少しでも減らし、労働者一人一人が安全で健康に働くことができる職場環境の実現に向け、2023年度を初

年度として、５年間にわたり秋田労働局、事業者、労働者等の関係者が目指す目標や重点的に取り組むべき事項を定めた「第14次労働災害防止

計画」を、ここに策定する。

・重点事項 業種別の労働災害防止対策の推進（林業） ・・・・・・・・・・・ 7
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・重点事項 労働者の健康確保対策の推進（メンタルヘルス対策・産業保健活動の推進） ・・・・・・・・・・・ 8

・重点事項 労働者の健康確保対策の推進（過重労働対策） ・・・・・・・・・・・ 9

・重点事項 化学物質による健康障害防止対策の推進 ・・・・・・・・・・・10



計画の目標

秋田労働局、事業者、労働者等の関係者が一体となっ
て、一人の被災者も出さないという基本理念の実現に向
け、指標（アウトプット指標、アウトカム指標）を定め、計
画期間内に達成することを目指す

２０２３年４月１日～２０２８年３月３１日

計画期間

アウトカム指標の達成による労働災害減少目標

死亡災害 ： 2022年と比較して、2027年までに５％以上減少
死傷災害 ： 2021年までの増加傾向に歯止めをかけ、2022年と比較して2027年までに減少
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秋田労働局第14次労働災害防止計画の目標と期間



• 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」「林業の緊急連絡体制整備ガイドライ
ン」等について、集団指導及び個別指導等のあらゆる機会に周知を行う。

• 立木伐倒時の安全対策、かかり木処理における禁止事項及び保護衣の適切な使用等について、集
団指導及び個別指導等のあらゆる機会に指導を実施する。

 小規模事業場における労働災害が多い状況にも留意し、立木の伐倒時の措置、かかり木処理の禁
止事項の徹底を図るとともに、下肢を保護する防護衣の着用の徹底等を図る。また、伐木等作業の
安全ガイドライン、林業の緊急連絡体制整備ガイドラインの周知徹底を図る。

 森林管理署や秋田県、林災防秋田県支部等と連携し、関係機関連絡会議の開催、労働災害情報
の共有、合同パトロールの実施、労働災害防止団体の安全管理士や都道府県の林業普及指導員等
による指導等、各機関が協力した取組を促進するとともに、発注機関との連携を強化し、労働者の安
全と健康を確保するために必要な措置を講ずるよう取組を進める。

具体的取組事項

現状と施策の方向性

アウトプット指標

• 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」に基づく措置を実施する
林業の事業場の割合を2027年までに50％以上とする。

-7-

アウトカム指標
• 林業の死亡者数を2022年と比較して2027年までに15％以上減少させる。

墜落転

落 10%

転倒
13%

激突
10%

飛来落

下 19%

激突さ

れ 22%

切れこ

すれ
16%

その他
10%

令和４年
速報値
死傷者数

31人

林業 休業災害 事故の型別

林業労働災害発生状況

重点事項 業種別の労働災害防止対策の推進（林業）

（労働者死傷病報告）
（除く、コロナ感染）



~19歳; 
1%
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30~39

歳; 
16%
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歳; 
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50~59

歳; 
23%

60歳

～; 
24%

• エイジフレンドリーガイドラインの周知について、集団指導・個別指導等のあらゆる機会に実施する。
• 外国人労働者に対する災害防止教育の実施について、あらゆる機会をとらえて周知する。

重点事項 高年齢労働者等の労働災害防止対策の推進

 死傷災害の増加については①労働災害発生率が高い60歳以上の高年齢労働者が増加していること、
②特に第三次産業への就労者の増加に伴って、機械設備等に起因する労働災害に代わり、対策のノウ
ハウが蓄積されていない労働者の作業行動に起因する労働災害が増加してきていること、③安全衛生の
取組が遅れている第三次産業や中小事業者において労働災害が多く発生していること。その背景として、
厳しい経営環境等様々な事情で安全衛生対策の取組が遅れている状況があること、④さらに、外国人労
働者の雇用者数の増加に伴い、外国人労働者の死傷者数も増加傾向にある。これら労働災害の防止対
策を強化する必要がある。

具体的取組事項

現状と施策の方向性

アウトプット指標
• 労働者50人以上の事業場における 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」に基づく
高年齢労働者の安全衛生確保の取組を実施する事業場の割合を2027年までに50％以上とする。

• 外国人労働者に対する安全衛生対策として、母国語に翻訳された教材、視聴覚教材を用いるなど外
国人労働者に分かりやすい方法で災害防止の教育を行っている事業場の割合を2027年までに50％以
上とする。
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アウトカム指標
• 増加が見込まれる60歳代以上の死傷年千人率を2022年と比較して2027年までに男女ともその増加
に歯止めをかける。

• 外国人労働者の死傷年千人率を2027年までに全体平均以下（全産業における令和４年の年千人率
5.98（速報値））とする。

外国人労働者 労働災害発生状況

令和４年速報値（５年1月末）
年齢別労働災害発生状況

（労働者死傷病報告）
（除く、コロナ感染）

（単位：人）

（労働者死傷病報告）
（除く、コロナ感染）

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
4年

外国人
労働者
数

1953 2203 2402 2233 2498

外国籍
被災者
数

0 1 7 10 11



エイジフレンドリーについて

• エイジフレンドリーとは「高齢者の特性を考慮し
た」を意味する言葉で、ここでは高年齢労働者が職
場内において安全で安心した作業環境の中で就労さ
せることを目的とした取り組みになります。

• 定年延長や労働人口の確保のため、高年齢労働者
の雇用が進んでおり、雇用の増加と比例して、労働
災害も増加しています。

• このようなことから、高年齢労働者の特性を考慮
した労働災害防止対策を事業場でも積極的に進めま
しょう。

具体的な取り組み例

（1）安全衛生管理体制の確立等
経営トップ自らが安全衛生方針を表明し、担当や

組織作りを行い、身体機能の低下等による労働災害
についてリスクアセスメントを実施。

（2）職場環境の改善
照度の確保、段差の解消、

補助機器の導入等ハード面の
対策とともに、ゆとりのある
作業スピード等、働く人の特
性を考慮した作業管理の実施。

（3）高年齢労働者の健康や体力
の状況の把握

健康診断や体力測定により、事
業者、高年齢労働者双方が当該高
年齢労働者の健康や体力の状況を
客観的に把握。

（4）高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
健康診断や体力測定により把握した個々の健康状

態等に応じて、作業場所に適正配置し、併せて身体
機能の維持向上に取り組む。

（5）安全衛生教育
十分な時間をかけ、写真や図、

映像等文字以外の情報も活用した
教育を実施し、再雇用等で経験の
ない業務への従事者には、丁寧な
教育訓練を実施。
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伐木等作業について

伐木等作業時に確認する取り決め

・労働安全衛生法(労働安全衛生規則）

・各種ガイドライン
チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン

林業の作業現場における緊急連絡体制の整備のためのガイドライン

・事業場における現場でのルール（作業計画、合図など）



伐木等作業について

安衛則第477条
事業者は、伐木の作業(伐木等機械による作業を除く。第479条におい

て同じ。)を行うときは、立木を伐倒しようとする労働者に、それぞれの
立木について、次の事項を行わせなければならない。

一 伐倒の際に退避する場所を、あらかじめ、選定すること。
二 かん木、枝条、つる、浮石等で、伐倒の際その他作業中に危険を生

ずるおそれのあるものを取り除くこと。
三 伐倒しようとする立木の胸高直径が二十センチメートル以上である

ときは、伐根直径の四分の一以上の深さの受け口を作り、かつ、適
当な深さの追い口を作ること。この場合において、技術的に困難で
ある場合を除き、受け口と追い口の間には、適当な幅の切り残しを
確保すること。

2 立木を伐倒しようとする労働者は、前項各号に掲げる事項を行わな
ければならない。



伐木等作業について

安衛則第477条

第１、２号について（ガイドライン）
事業者は、それぞれの立木について、
伐倒者に、伐倒前に伐倒方向の反対側
の木の陰などの退避場所及び退避ルー
トを選定させること。なお、退避ルー
ト上にかん木、枝条等の退避の障害に
なるものがある場合にはあらかじめ取
り除いておくこと



伐木等作業について

第３号について（ガイドライン）
・胸高直径が20ｃｍ以上のものについては右
図のとおり、受け口を作り、かつ、適当な深
さの追い口を作ること。
・技術的に困難である場合を除き、伐根直径
の10分の１程度となるようにつるを確保する
こと。
・胸高直径２０ｃｍ未満であっても上記のと
おり作業を行えるのであれば当該作業を行う
のが望ましいこと。
・2個以上の同一形状のくさびを使用して行
うことを原則とすること。

安衛則第477条



伐木等作業について

安衛則第478条
1 事業者は、伐木の作業を行う場合において、既にかかり木が生じてい
る場合又はかかり木が生じた場合は、速やかに当該かかり木を処理しな
ければならない。ただし、速やかに処理することが困難なときは、速や
かに当該かかり木が激突することにより労働者に危険が生ずる箇所にお
いて、当該処理の作業に従事する労働者以外の労働者が立ち入ることを
禁止し、かつ、その旨を縄張、標識の設置等の措置によって明示した
後、遅滞なく、処理することをもつて足りる。

2 事業者は、前項の規定に基づき労働者にかかり木の処理を行わせる
場合は、かかり木が激突することによる危険を防止するため、かかり木
にかかられている立木を伐倒させ、又はかかり木に激突させるためにか
かり木以外の立木を伐倒させてはならない。（浴びせ倒し等の禁止）

3 第一項の処理の作業に従事する労働者は、かかり木が激突すること
による危険を防止するため、かかり木にかかられている立木を伐倒し、
又はかかり木に激突させるためにかかり木以外の立木を伐倒してはなら
ない。



伐木等作業について

安衛則第478条

かかり木について（ガイドライン）
・かかり木の発生後速やかに退避場所を選定

・かかり木が発生した後はかかり木の状況に
ついて常に注意を払うこと

・かかり木の処理の作業を開始した後、当該
かかり木がずれ始めた時には、選定した退避
場所に労働者を速やかに退避させるようにす
ること。

・かかり木が発生した場合は速やかに、確実
に処理するようにすること。



伐木等作業について

安衛則第478条

か
か
り
木
有
！

立
入
禁
止
！

かかり木を一時的に放置せざる
を得ない場合の措置について
（ガイドライン）

かかり木をやむを得ず一時的に
放置する場合については、当該
かかり木による危険が生ずるお
それがある場所に労働者等が
誤って近づかないよう、当該処
理の作業に従事する労働者以外
の労働者が立ち入ることを禁止
し、かつ、その旨を縄張、標識
の設置等の措置によって明示す
ること。



伐木等作業について

か
か
ら
れ
て
い
る

木
の
伐
倒

浴
び
せ
倒
し

投
げ
倒
し

元
玉
切
り

枝
切
り

肩
で
担
ぐ

か
か
り
木
の
放
置

安衛則第478条

安衛法上の禁止事項

ガイドライン上の禁止事項

適切な措置が必要



伐木等作業について

安衛則第478条

かかり木の処理方法について（ガイドライン）

・車両系木材伐出機械等を使用する場合には、ガイドブロックを用い安
全な方向に引き倒すようにするとともに、急なウインチの操作、走行、
ワイヤーロープの巻取り等を行わないようにすること

・かかっている木の胸高直径が20ｃｍ以上である場合又はかかり木が容
易に外れないことが予想される場合
けん引具等を使用して、かかり木を外すようにすること
また、けん引具等を使用する場合には、ガイドブロック等を用い、安

全な方向に引き倒すようにするとともに、かかっている木の樹幹にワイ
ヤーロープを数回巻き付け、けん引具等によりけん引したときに、か
かっている木が回転するようにすること。

・かかっている木の胸高直径が20ｃｍ未満であって、かつ、かかり木が
容易に外れることが予想される場合
フェリングレバー等を使用して、かかり木を外すようにすること。



伐木等作業について

安衛則第479条
1 事業者は、伐木の作業を行なうときは、伐倒について一定の合図を定
め、当該作業に関係がある労働者に周知させなければならない。

2 事業者は、伐木の作業を行う場合において、当該立木の伐倒の作業に
従事する労働者以外の労働者(以下この条及び第481条第２項において「他
の労働者」という。)に、伐倒により危険を生ずるおそれのあるときは、
当該立木の伐倒の作業に従事する労働者に、あらかじめ、前項の合図を行
わせ、他の労働者が避難したことを確認させた後でなければ、伐倒させて
はならない。

3 前項の伐倒の作業に従事する労働者は、同項の危険を生ずるおそれの
あるときは、あらかじめ、合図を行ない、他の労働者が避難したことを確
認した後でなければ、伐倒してはならない。



伐木等作業について

安衛則第479条

伐倒時の退避（ガイド
ライン）
・伐倒者に伐倒にあ
たって合図をさせ、伐
倒者以外の労働者の退
避を確認した後でなけ
れば、伐倒させてはな
らないこと。
伐倒者は追い口が浮

き始めたら、伐倒方向
を確認した後直ちに退
避すること。



伐木等作業について

安衛則第480条
1 事業者は、造材の作業(伐木等機械による作業を除く。以下同じ。)を行
うときは、転落し、又は滑ることにより、当該作業に従事する労働者に危
険を及ぼすおそれのある伐倒木、玉切材、枯損木等の木材について、当該
作業に従事する労働者に、くい止め、歯止め等これらの木材が転落し、又
は滑ることによる危険を防止するための措置を講じさせなければならな
い。

2 前項の作業に従事する労働者は、同項の措置を講じなければならな
い。



伐木等作業について

造材作業について（ガイドライン）
くい止め、歯止め等これらの木材が
転落し、または滑ることによる危険
を防止する措置を講ずること。

安衛則第480条



伐木等作業について

安衛則第481条
1 事業者は、造林、伐木、かかり木の処理、造材又は木寄せの作業(車両
系木材伐出機械による作業を除く。以下この章において「造林等の作業」
という。)を行っている場所の下方で、伐倒木、玉切材、枯損木等の木材
が転落し、又は滑ることによる危険を生ずるおそれのあるところには、労
働者を立ち入らせてはならない。

2 事業者は、伐木の作業を行う場合は、伐倒木等が激突することによる
危険を防止するため、伐倒しようとする立木を中心として、当該立木の高
さの二倍に相当する距離を半径とする円形の内側には、他の労働者を立ち
入らせてはならない。

3 事業者は、かかり木の処理の作業を行う場合は、かかり木が激突する
ことにより労働者に危険が生ずるおそれのあるところには、当該かかり木
の処理の作業に従事する労働者以外の労働者を立ち入らせてはならない。



伐木等作業について

安衛則第481条

ガイドライン
伐倒木等が転落し、または滑ることに
よる危険を生ずるおそれのある所に
は、労働者を立ち入らせないこと。



伐木等作業について

安衛則第481条

ガイドライン
伐倒しようとする立木を中心として、当
該立木の高さの2倍に相当する距離を半径
とする円形の内側に伐倒者以外の労働者
を立ち入ることを禁止すること。

立木の高さの二倍



伐木等作業について

安衛則第483条
事業者は、強風、大雨、大雪等の悪天候のため、造

林等の作業の実施について危険が予想されるときは、
当該作業に労働者を従事させてはならない。



伐木等作業について

作業時の装備（保護具）について
（安衛法、ガイドライン）

保護帽

イヤーマフ

保護網

防振手袋切創防止用保護衣

安全靴

作業服（長袖）



伐木等作業について

・切創防止用保護衣
伐木等作業を行うときは、労働者に下肢の切創防止用保

護衣を着用させる。（安衛則第485条第１項）

→前面にソーチェーンによる損傷を防ぐ保護部材が入っ
ており、日本産業規格T8125-2に適合するものを使用さ
せること。

・衣服
道具や危険な動植物等と皮膚との接触を防ぐために長袖
の上衣、長ズボンを着用



伐木等作業について

・手袋
防振及び防寒に役立つ厚手の手袋を使用

・安全靴等の履物
作業中の労働者に、作業場所、状況に応じた安全靴その
他適当な履物を使用させること
（安衛則第558条第１項）

→安全靴は、つま先、足の甲部、足首及び下腿の前側部
分にソーチェーンによる損傷を防ぐ保護部材が入って
いる日本産業規格T8125-3に適合する安全靴又は同等以
上の性能を有する者を使用すること



伐木等作業について

・保護帽
物体の飛来落下による危害並びに墜落による労働者の危

険を防止するため、保護帽を常に着用すること。
→保護帽の規格に適合し、型式検定の標章が貼付されて
いるものを選定。

・保護網
木片等の飛来から顔や目を保護するため、保護網又は保

護メガネ等を着用すること。

・イヤーマフ
騒音障害を防止するため、チェーンソーのエンジンをか

けているときは耳栓等を使用すること。
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伐木等作業について

災害事例

伐倒した木の枝払い作業中、チェーンソーがキック
バックして足に接触し被災。

→適切な切創防止用保護衣、安全靴の着用が必要



伐木等作業について

災害事例

刈払機にて除伐作業中、刈払った木片が飛来し顔に直撃。
目を負傷した。被災時に防護眼鏡を外していた。

→保護眼鏡を着用していれば少なくとも目の負傷を防げ
ていた



伐木等作業について

チェーンソーを使用して伐木等作業を行う際には作業場所
の調査を行ってその結果を記録し、その結果記録に基づき作
業方法等を定めた作業計画を作成すること。
（ガイドライン）

作業計画について



伐木等作業について

チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン

伐木等作業（伐木、造材）を行う場合の調査事項

①地形の状況
②地質・水はけの状況
③埋没物・架空線近接の状況
④対象の立木の状況
⑤つるがらみ・枝がらみの状況
⑥枯損木・風損木の状況
⑦下層植生状況
⑧緊急車両の走行経路
⑨携帯電話等又は無線通信による通信が可能である範囲



伐木等作業について

チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン

伐木等作業（伐木、造材）を行う場合の作業計画に含める事項

①作業地の概況（調査により判明した事項）

②作業の方法

③作業の安全対策



伐木等作業について

第１５１条の８８

事業者は、車両系木材伐出機械を用いて作業を行うときは、
当該車両系木材伐出機械の転落、地山の崩壊等による労働者の
危険を防止するため、あらかじめ、当該作業に係る場所につい
て

①地形
②地盤の状態等並びに
③伐倒する立木及び取り扱う原木等の形状等

を調査し、その結果を記録しておかなければならない。



伐木等作業について

安衛則第１５１条の８９

1. 事業者は、車両系木材伐出機械を用いて作業を行うときは、あ
らかじめ、前条の規定による調査により知りえたところに適応
する作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業を行わな
ければならない。

2. 前項の作業計画は、次の事項が示されているものでなければな
らない。
一 使用する車両系木材伐出機械の種類及び能力
二 車両系木材伐出機械の運行経路
三 車両系木材伐出機械による作業の方法

チェーンソー、車両系木材伐出機械を使用するのであれば内容
を1つに取りまとめた作業計画を作成することも可能



伐木等作業について

※必要に応じて車両系木材伐出機械の記入欄も追加

車両系建設機械

作業区分 種類 能力 台数 運転者 資格 年次点検



伐木等作業について

作業地の調査の結果
得られた情報を記載



伐木等作業について

作業地の概況に基づき作業方法を決定する



伐木等作業について

伐木作業
（チェーンソー）

通信可能エリア

立入禁止看板

伐木作業
（チェーンソー）

走行経路

作業場所について、
立入禁止範囲、通信
可能エリア、緊急車
両の走行経路などを
確認



伐木等作業について

作業者や緊急時の対応について確認



災害事例



災害事例

災害事例１

伐倒作業中、伐倒木とその後方にある枯れた木につる
が絡まっていることに気づかずに伐倒し、伐倒した勢
いで枯れた木の枝が折れ、作業者に直撃した。



災害事例

伐倒木
枯れ木

（つるがらみ）



災害事例

伐倒時、枯れ木の枝が
引っ張られ、折れる



災害事例

折れた木が作業者に直撃



災害事例

災害事例２

伐倒作業中、伐倒中の立木か縦に裂けてしまい、退
避を試みたが避けた木が被災者の背中に直撃し、負傷
した。



災害事例

伐倒木



災害事例

縦に裂ける



災害事例

作業者の背中に激突



災害事例

災害事例３

山林内傾斜地でチェーンソーによる伐倒した木の玉
切り作業を行っていたところ切断した木が転がって傾
斜地下にあった伐根にぶつかって木が跳ね返り自身の
足に当たった。



災害事例

傾斜

玉切り作業



災害事例

傾斜

玉切り時木材が転がってしまう



災害事例

傾斜

傾斜地下の伐根にあたり跳ね
返って被災者にあたる



本日のテーマ

1. 労働災害発生状況

2. 秋田労働局第14次労働災害防止計画の概
要について（抜粋）

3. 林業における労働災害防止対策について

4. その他



熱中症による災害の防止対策



熱中症による災害の防止対策



熱中症による災害の防止対策



熱中症による災害の防止対策



熱中症による災害の防止対策



熱中症による災害の防止対策



労働安全衛生手続の一部電子申請義務化について
（令和７年１月１日から）




